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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営理念を「社会・環境と調和する自律した個の力を結集し、次世代スタンダードとなる価値を創出する」とし、これを当社の果たすべき

使命としております。そして、この経営理念を実現するためには、法令を遵守し公正な経営のもと業績目標の達成と企業価値の極大化を果たす

べく、経営、業務の全般にわたり適法性、透明性および客観性を確保することが重要な課題であると認識しております。当社は、このような認識の

もとコーポレート・ガバナンスの更なる充実を図ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４　議決権電子行使プラットフォーム利用、招集通知の英訳】

当社は、様々な投資家が同じ条件の下で適切に議決権行使できるよう環境の整備に努めることが必要と認識しておりますが、現時点では業績低
迷により機関投資家の保有は少なく、また、海外投資家の持分比率も低くなっております。よって、議決権電子行使プラットフォーム及び招集通知
の英訳につきましては、今後の業績や持分比率に変化があれば検討したいと考えております。

【原則１－３　資本政策の基本的な方針】

当社は現在、資本政策の基本となる経営指標等を提示しておりません。これは当社の業績低迷が続いていることから、各種指標の目標提示より
もまず業績の黒字化・安定化の実現が重要との考えによるものであります。今後、業績が回復し安定して利益を出せる状態になれば、資本政策
の基本方針についても説明を行うことを検討したいと考えております。

【補充原則２－４－１】

当社は、管理職への登用等において、性別・国籍・採用経緯等を区別せず、意欲と能力のある優秀な従業員が平等に管理職登用への機会が得
られるよう努めております。 現在、管理職18名のうち、女性が2名、中途採用が10名おりますが、従業員全体に占める女性・外国人の比率が大きく

ないため、女性、外国人、中途採用者の区分で具体的な目標値は定めておりません。今後とも、従業員が能力を十分発揮できる職場環境の醸成
に努め、多様性の確保を踏まえた管理職登用を行いつつ検討してまいります。

【補充原則３－１－２　英語での情報開示・提供】

当社における外国人持株比率は相対的に低いことから、現時点ではIR情報等の英語による提供は行っておりません。今後、当該比率が上昇した
場合は、英語による情報提供を検討いたします。

【補充原則３－１－３】

当社は、現在、サスティナビリティについての取組みを策定しておりませんが、昨今のように企業を取り巻く環境が複雑かつ不確実性を増している
中においては、企業活動に重大な影響を及ぼすリスクを的確に把握し対処することが、経営戦略や事業目的を遂行していく上では不可欠と考えて
おり、サステナビリティを巡る課題への取組みを中期経営計画の開示と合わせて検討してまいります。

【補充原則４－１－２　株主への中期経営計画の説明と分析】

当社は、足元の業績が不安定なことから、明確な数値目標を示した中期経営計画を公表しておりませんが、重点目標とするテーマを株主総会招
集通知の「対処すべき課題」に記載しております。この記載内容を株主に対するコミットメントの一つとし、その達成に向けて事業活動を実施してお
ります。また、この目標が未達となった場合は、その内容や要因を十分に分析し、新たな課題を掲げることにより対応したいと考えております。

【補充原則４－１－３　最高経営責任者等の後継者の計画】

当社は、現時点では最高経営責任者等の承継に関する人選についての計画を策定しておりません。今後の事業展開を勘案し、取締役会や経営
会議等を通じて適切な計画を策定し、実行してまいります。

【補充原則４－２－２】

当社はサスティナビリティを巡る取組みについての基本的な方針の策定はしておりませんが、経営戦略における重要な要素と認識しており、人的
資本や知的財産への投資等の経営資源配分や事業ポートフォリオに関する戦略の実行とともに、中期経営計画の開示と合わせて検討を進めて
まいります。

【補充原則４－３－２　CEOの選解任】

CEOの選解任については、任意の指名委員会は設置しておりませんが、取締役会において、業績の評価等を踏まえ十分審議し、適切に決定いた
します。

【補充原則４－３－３　CEOの解任の手続】

CEOの解任につきましては、明確な解任要件を定めておりませんが、CEO自らが違法又は著しく不適切な業務執行を行った場合や健康上の理由
から職務の継続が困難となった場合には、取締役会の決議に基づき解任手続きを実施いたします。

【原則４－７ 独立社外取締役の役割・責務】

【原則４－８ 独立社外取締役の有効な活用】



当社は第41期定時株主総会において社外取締役を１名選任し、現在、取締役５名、うち社外取締役１名の体制となっております。東京証券取引所
の独立性判断基準の要件を満たす独立社外取締役は選任しておりませんが、今後、会社をとりまく環境を考慮しつつ機関設計の見直しを行う中
で、経営陣・支配株主から独立した立場から助言や経営の監督が期待できる独立社外取締役２名の確保を検討してまいります。

【補充原則４－８－１　独立社外取締役の情報交換・認識共有】

当社は独立社外取締役を選任しておりませんが、その重要性は認識しており、今後、独立社外取締役を選任できた場合は、独立社外役員間での
情報交換・認識共有をできるよう図っていきたいと考えております。

【補充原則４－８－２　独立社外取締役の経営陣・監査役との連携】

当社は独立社外取締役を選任しておりませんが、その重要性は認識しており、今後、独立社外取締役を選任できた場合は、経営陣、監査役会と
の連携をスムーズに行うことができる体制を整備したいと考えております。

【補充原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、現在、当社独自の独立性基準は定めておらず、東京証券取引所が定める独立役員に関する基準に基づき判断、選定しておりますが、今
後は当社における独立性基準の策定も検討いたします。

【原則４－１０ 任意の仕組みの活用】

当社は現在、指名委員会、報酬委員会等の任意の委員会を設置しておりませんが、今後の統治機能の充実に合わせて、設置・活用を検討して参
りたいと思います。

【補充原則　４－１０－１　指名・報酬等に関する独立社外取締役の関与・助言】

当社は、現在独立社外取締役並びに任意の諮問委員会等を置いておりませんが、取締役の指名・報酬などの事項については、取締役会におい
て各取締役が独立性、客観性に十分に留意しながら、適切に経営判断を行っております。

【補充原則　４－１１－３　取締役会全体の評価】

取締役会全体の実効性に関する分析・評価及び開示についてはこれまで実施しておりませんが、今後の検討課題といたします。

【補充原則　４－１４－２　取締役・監査役のトレーニングの方針】

当社では、取締役及び監査役が必要とされる知識等を習得するために、会計・税務の専門知識を有する監査役から関連知識の教示を適宜受け
るほか、必要に応じ、外部セミナー等に参加しております。また、監査役は、監査レベル向上のために監査役協会を通じて情報を入手するなど、研
鑽を積んでおります。今後は、経営環境の変化に合わせたより適切なトレーニングの機会の継続的な提供を検討してまいります。

【原則５－２ 経営戦略や経営計画の策定・公表】

当社は、経営戦略や事業展開については当社のホームページに公表しておりますが、資本政策の基本方針や収益力・資本効率等に関する数値
目標については提示しておりません。これは現在、当社の業績が低迷しているため、各種指標の目標提示よりもまず業績の正常化・安定化の実
現が重要との考えによるものであります。今後、業績が回復し安定して利益を出せる状態になれば、中長期の経営計画や資本政策の基本方針並
びに各種経営指標の目標等を株主に分かり易い言葉で具体的に説明を行うことを検討してまいります。

【補充原則５－２－１】

当社は、事業ポートフォリオに関する基本的な方針の策定や見直しの状況について、中期経営計画等の公表と合わせて、分かりやすく示すよう検
討を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

当社は、政策保有目的の株式の取得は行わない方針であります。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者間の取引については取締役会の決議を必要としており、また、その決議には、該当する役員を特別利害関係者として、当該
決議の定足数から除外した上で行っております。また、毎決算期において、当社及び子会社の役員に対して、関連当事者間の取引の有無を確認
しております。

【補充原則２－４－１】

本報告書「１．１．基本的な考え方【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社では、確定拠出年金制度を導入しており、アセットオーナーとして企業年金の運用を行っておりません。

【原則３－１　情報開示の充実】

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社ホームページにて、経営理念を開示しております。

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書「１．１．基本的な考え方」に記載しております。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

取締役及び監査役の報酬に関する方針は、本報告書及び有価証券報告書に記載しております。

（４）取締役会が経営幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

当社における取締役候補を選任については、必要とされる経験、知識、能力を総合的に評価して指名しております。また、監査役候補についても、
企業経営に関する経験や当社事業に関する知見、あるいは、財務・会計や法令に関する知見、知識などから、監査役会としてのバランスを考慮し
て指名しております。手続きとしては、上記の方針に基づき、代表取締役及び管理担当取締役が検討し、取締役会にて承認を受けることとしており



ます。

（５）取締役会が経営幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

本報告書「１．１．基本的な考え方【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【補充原則３－１－３】

本報告書「１．１．基本的な考え方【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】

当社では、職務決裁基準に取締役会・社長・担当役員・部長等の権限を定め、それに基づき機関、決定者が決裁しております。取締役会では、法
令や定款、職務決裁基準で定められた重要な事項を公正な判断に基づき意思決定を行っております。また、それ以外の事項についても、会社に
影響を及ぼす重要な業務や経営に係る重要課題は、社長を除く取締役及び常勤監査役で構成される経営会議において多面的に十分な事前審議
を行ったのち、取締役会の決議を経て実施することとし、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応する体制としております。

【補充原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

本報告書「１．１．基本的な考え方【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【補充原則　４－１１－１　取締役の選任に関する方針・手続き】

当社は、取締役会において有効かつ迅速な議論を行うためには、取締役３～５名、監査役が３～４名程度が適正と考えております。取締役候補者
については、経験、能力、業界知識、人格等を総合的に勘案のうえ、また、監査役候補者については、専門知識と独立性・中立性の確保を十分考
慮のうえ選定しております。なお、各取締役のスキル・マトリックス及び取締役の選任に関する方針・手続の開示につきましては、今後検討してま
いります。

【補充原則　４－１１－２　取締役・監査役の兼任状況】

当社の役員は他の国内上場会社の役員を兼任しておりません。開示すべき事項がある場合には事業報告にて開示いたします。

【補充原則　４－１１－３　取締役会全体の評価】

【補充原則　４－１４－２　取締役・監査役のトレーニングの方針】

本報告書「１．１．基本的な考え方【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【原則　５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

株主との良好かつ建設的な関係構築のため、ＩＲ管掌取締役をはじめとする取締役は、機関投資家からの面談要請があれば逐次スモールミー
ティングや個別取材等を実施し、経営戦略や経営計画について説明を行っております。また、ＩＲポリシーを策定し、当社ホームページに開示してお
ります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＬＯＮＤＯＮ　ＢＲＡＮＣＨ　ＦＯＲ　ＰＲＩＭＥ　ＢＲＯＫＥＲＡＧＥ　CLEARANCE　ＡＣ
Ｃ　ＦＯＲ　ＴＨＩＲＤ　ＰＡＲＴＹ

5,266,599 2.21

楽天証券株式会社 4,645,000 1.95

岡田　教男 3,588,800 1.50

松井証券株式会社 3,103,700 1.30

ＷＵ　ＹＡＮ 2,741,100 1.15

藤岡　浩 2,538,381 1.06

武田　超子 2,318,800 0.97

株式会社ＳＢＩ証券 2,307,800 0.97

新井　三代子 1,273,200 0.53

宝天大同 1,220,300 0.51

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 9 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

水野　陽太 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者



d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

水野　陽太 　

当社が発行した新株予約権の第三者割
当先であるEVO FUNDが属するEVOLUTI

ONグループの証券会社の業務執行者で
あります。

証券会社においてM＆Aやエクイティ・ファイナ
ンス等の投資銀行業務に携わり、企業価値向
上の支援を行ってきた経験を有しており、株
主、投資家の視点から当社経営に対する監督
と助言を行って頂けるものと判断したため。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人から定期的にグループ会社を含む会計監査の内容について説明を受けているほか、適宜、情報交換を行い緊密な連携

を図っております。また、監査役は、年間の監査計画を会計監査人に説明し、監査の実施状況について監査役会議事録や監査調書のチェックを

受けることにより、監査の妥当性についての意見交換を行っております。

　内部監査室は、必要に応じて監査役に内部監査の立会いを求め、共同で監査を行っております。また、内部監査室と監査役は、会計監査人に

よる四半期及び期末の監査報告会に出席し、会計監査人からの指摘事項について協議を行い、改善の必要な事項については各部門に指示をす

る等、連携による監査効率の向上を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

野垣　浩 公認会計士

甲立　亮 弁護士 ○



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

野垣　浩 ○ ―――

公認会計士・税理士として会計、税務に関する
専門的な知識及び大手監査法人での監査実
務の経験から、当社取締役の業務執行の妥当
性・適正性を確保するための監査業務及び助
言・提言を行って頂けるものと判断したため。

また、東京証券取引所が定める独立性に関す
る基準を満たしており、その他一般株主と利益
相反が生じるおそれのない独立した立場であ
ると判断し、独立役員に指定しております。

甲立　亮 ○

当社との間に役務提供等の取引関係が
あるアンダーソン・毛利・友常法律事務所
のパートナーでありますが、取引の規模や
性質に照らして、株主・投資家の判断に影
響を及ぼすおそれはないと判断されること
から、その概要の記載を省略いたします。

弁護士としての豊富な知識と経験を有し、特に
国内外の資本市場に精通し、企業法務に幅広
く携わった経験と見識は当社にとって大変有益
であり、その経験と専門的知見に基づき、客観
的な立場から当社経営に対する監督と助言を
適切に行って頂けるものと判断したため。

また、東京証券取引所が定める独立性に関す
る基準を満たしており、その他一般株主と利益
相反が生じるおそれのない独立した立場であ
ると判断し、独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

　

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

企業価値の最大化に向けた役員の及び従業員のインセンティブを高めるため、新株予約権方式によるストックオプション制度を導入しております。



通常のストックオプションにおける希薄化率と比べ、本新株予約権の発行に係る希薄化率は大きなものとなっておりますが、意識変革を行い、業
績の改善に結び付けることで結果として既存株主の利益に貢献できるものであり、株式価値への影響も合理的なものであると考えております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

代表取締役２名に付与したストックオプションは、当社株価に対するコミットメントを強化するため、株価下落時に行使義務を負う強制行使条項を定
めております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役　５名　81,060千円

監査役　４名 14,400千円（うち社外監査役　２名　8,400千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の取締役の報酬等は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内において規定に則り行われ、貢献度、財務状況、経済情勢を考慮のうえ取
締役会でこれを決定しております。また、各監査役の報酬等は、監査役の協議により決定しております。

　なお、取締役及び監査役の報酬限度額は、1997年８月26日の臨時株主総会決議により、各々月額20,000千円以内、月額2,000千円以内と定め
ております。

　当社の役員の報酬は、上記の固定報酬のみとなっており業績連動報酬は採用しておりません。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

取締役会や重要な会議の前には事前に資料を送付し、情報の共有に努めております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の取締役会は、代表取締役を含む５名の取締役により構成されており、毎月一回の定例開催のほか、必要に応じ臨時開催を行い、経営方針
や経営上の重要な事項を決定するとともに、業務執行状況の監視・監督を行っております。加えて、毎週役員ミーティングを開催し、最新情報の共
有と迅速な意思決定のための協議を行っております。また、取締役会の機能強化として、代表取締役を除く取締役及び幹部社員からなるコンプラ
イアンス委員会を設置（事務局：管理部）し、法律を遵守する公正で誠実な経営の実践に努めております。

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は社外監査役２名（ともに独立役員として届出）含む３名の監査役により構成されております。監

査役は原則として隔月一回の監査役会を開催するほか、取締役会に出席して取締役の職務執行を監督し、客観的かつ公平な観点から意見を述

べております。また、監査役会で決定した監査の方針・計画に従い各部門の監査を実施するとともに、上記の役員ミーティングをはじめとする社内

の重要な会議への出席、営業報告の聴取、会計監査人からの報告聴取等を積極的に行うことにより監査の実効性を高めております。

　当社は、社長の直轄機関として内部監査室を設置し、経営活動全般にわたる内部統制の妥当性の評価、並びにその結果に基づいた改善、合

理化の助言・提案等を行っております。また、必要に応じ会計監査人や監査役と意見交換を行い、監査効率の向上に努めております。

　当社は、新月有限責任監査法人と監査契約を締結しており、その継続監査年数は７年以内であります。また、当連結会計年度の会計監査業務
にかかる補助者は、公認会計士４名であります。



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は経営の意思決定機関である取締役会において、製品技術や経営管理に関する専門的な知識、経験及び独立性を有する社外監査役２名
が出席しており、その知識と経験を背景に中立的な立場から客観的な意見を交わすことにより、外部からの監視、監督機能は充足していると考え
ております。また、社外監査役は、公認会計士及び弁護士の資格を有しており、会計規則や法令の遵守に関する監査は適正に行われていると判
断しております。

なお、独立社外取締役の選任につきましては、ガバナンスの強化における必要性は十分認識しており、「企業経営についての豊富な経験と知識」
と「当社の事業に関する十分な知見」を有する独立性の高い候補者の確保に努めてまいります。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主の皆様が株主総会の議案を十分に審議できるよう、招集通知の早期発送に努めて
おります。2022年９月期の定時株主総会においては、東京証券取引所のＴＤnet及び当社
ウェブサイトにおいて開催日（12月23日）の３週間前の12月2日に早期掲載し、16日前の1
2月７日に発送いたしました。

電磁的方法による議決権の行使
2015年９月期にかかる定時株主総会より、電磁的方法による議決権の行使を採用してお
ります。

その他

株主総会の活性化につきましては、スライドを使用して議事の説明事項のビジュアル化を
図っております。

また、議決権行使の円滑化に向けた取組みとして、招集通知を発送日より前に当社ホー
ムページに掲載しております。。2022年９月期の定時株主総会においては、東京証券取
引所のＴＤnet及び当社ウェブサイトにおいて12月2日に早期掲載いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
株主・投資家の皆様に情報を伝えるためのディスクロージャーポリシーを定
め、当社ホームページに掲載しております。

IR資料のホームページ掲載

https://pixela-group.jp/ir/

上記ホームページに適時開示情報、業績の推移、IR ライブラリー（決算短信・

招集通知等の資料）、IR カレンダー（IRイベントの年間スケジュール予定）を掲

載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画本部において、兼任の担当者を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、行動指針においてステークホルダーとの調和およびコミュニケーションを尊重す
るこ

と、次世代に対し豊かで健康な地球と社会を引き継ぐこと等を規定しております。

　また、リスク管理や倫理に関する規程は、これら指針に基づき策定しており、ステークホ
ルダ

ーとの連携を図りながらガバナンスの構築を図っております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社は、環境方針を定め環境保全活動に取り組んでおります。技術を通じて社会に貢献
し豊

かな未来を創造する企業であるべく、技術開発により環境への負荷を最小限にとどめる製
品づ

くりを通して地域社会および地球環境の保全に努めております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、ディスクロジャー・ポリシーのもと、投資家の皆様に対し、適時、適切な情報を公
平に

ご提供するためにＩＲ活動を行っております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、コンプライアンスを確立し、業務の有効性および効率性を高め、リスク管理の徹底による資産の保全を図ることにより、経営の信頼性、有

効性を向上させ、企業価値を最大化することが経営の重要課題と捉え、その実現のため内部統制システム構築の基本方針を定めております。

なお、当該基本方針は適宜見直しをおこない継続的な改善を図ることで、より適正かつ効率的な体制の構築に努めてまいります。

◇コンプライアンス体制

当社は、コンプライアンスを基本とした業務体制を構築しております。法令、当社社内規程等に違反、またはその恐れがある行為を発見した場合

告体制として内部監査室を窓口とした内部通報制度を整備・運用し、これによりコンプライアンスの徹底、不正行為等の早期発見および是正

を図り、法令遵守体制の強化に努めております。

◇情報管理体制

情報、文書の取扱いは、当社文書管理取扱規程に従い、適切に保存・管理・運用しております。

◇リスク管理体制

管理部門担当取締役は、リスク管理に対する取り組みを全社横断的に推進しております。また、不測の事態が生じた場合、代表取締役社長を本

部長とする対策本部を設置し、必要に応じて顧問弁護士等の外部専門家の支援を得て早急に対処し、影響を最小限に抑えるよう体制を整備して

おります。

◇効率的な経営の意思決定および業務執行体制職務分担を明確化し、職務権限規程・職務分掌規程に基づき権限の委譲をおこない、業務の効

率的な遂行を図っております。定例の取締役会は、毎月１回開催し、業務執行上の重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況を報告してお

ります。各部門は、取締役会において承認された計画に基づき、その目標達成に向けた業務の遂行に努めております。

◇グループ管理体制

当社とグループ各社取締役との定期的な意見交換を通じて、その職務執行の監視・監督あるいは監査をおこなっております。また、当社はグルー

プ各社が自主的に法令を遵守し、独立性・独自性を維持した企業経営をおこなうことを尊重しております。

◇内部監査

代表取締役社長直轄の内部監査室は、定期的に使用人の職務執行の適正性と効率性およびコンプライアンス遵守状況を確保するための内部

監査を実施し、その維持・改善に努めております。また、併せて財務報告の適正性および信頼性を確保するための内部監査を実施し、その整備・

運用状況を評価し、その維持・改善に努めております。内部監査室は、その結果につき、定期的に代表取締役社長あるいは取締役会および監査

役会へ報告をおこなっております。

◇監査役の補助体制および報告体制

現在、監査役の職務を補助する使用人は設置しておりません。但し、監査役より求められた場合には、その独立性を確保し、監査役と協議のうえ

設置いたします。監査役への報告は、常勤監査役の取締役会および経営上重要な会議への出席等により、業務執行に係る重要事項の報告を兼

ねております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（基本方針）

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力、団体とは一切関係を遮断し、これらの者に対して毅然とした態度で対応する。対応部署を

管理部とし、社内関係部署および外部専門機関（府及び企業防衛対策協議会等）との協力体制を整備する。

（整備状況）

上記基本方針を内部統制システム構築の基本方針として取締役会で決定いたしました。府及び企業防衛対策協議会との連携を密にし、反社会

的勢力、団体に関する情報収集や相談をおこなっております。また、業務手順書やチェックリストにて取引先の調査をおこなうことにより、反社会

的勢力、団体を排除する体制を整備しております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

現在、当社は、具体的な買収防衛策を講じておりません。

当社は、優秀な人材を育成し、もって世界に通じる技術開発と業績目標を達成することは企業価値を高め、企業の社会的責任を果たすことにつ

ながると考えております。当社の経営について株主の理解が深まることが、すなわち買収防衛につながるものと考えております。



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

株主総会及び取締役会決議を経た決定事案、決定情報、当社の経営に影響を及ぼす発生事実は、遅滞なく情報取扱責任者に報告され、東京証
券取引所が定める開示規則に照らして実務担当者とともに要否を検討した後、開示の指示を行います。


